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地震時における砂質地盤の液状化危険度の検討

望月利男* 小泉敏一料

要約

この報告は，主として筆者らが検討してきたベき関数型履歴モデルによる地盤の非線形地震応、答計算

法による砂質地盤の地震時液状化危険度を予測したものである。その事例jとして対象とした地域は札幌

市の北部低地と東京都大田区の砂質地盤を主相とする低地である。すでに松田・望月・小泉(1979)に

示したように砂質地盤の液状化危険度を予測する手法は，過去の震筈の体験に基づく方法，例えば田治

米・望月・松田 (1977)，谷本、野田(1976)の手法， Seed， H. B. & Idriss， 1. M. (1971)主主びに

鏡味・岡田 (1979・簡易判定手法)の地盤の応答計算と土の動的実験に基づく手法等があるが，ここで

はそれらの手法による結果との比較も幾種かの地盤について行なっているo

1. はじめに

筆者らはすで、にべき関数型履歴モデルを用いた地盤の

非線形地震応答の計算手法の概要を報告している(望月

ほか， 1979)。その手法は望月・北川ら (1976a， 1976 

b， 1977など)が検討してきたベき関数型復元カモデル

を CharacteristicsMethod (Papadakis， 1973) に適用

したものである。そこでは地層下端における境界条件を

計算手法に導入した。したがって，基盤上部境界面にお

ける入射波，反射波をそれぞれ評価することが可能にな

った。

また，幾つかの砂質系地盤の液状化危検度判定手法に

ついては松田・望月・小泉 (1979)にかなり詳しく説明

している。ただ，この報告で主に検討するべき関数を用

いる方法については，ほんのわずかしか触れていない。

それ故，この手法について本文でやや詳しく説明する。

さらに，この報告の事例研究の対象としている札幌市と

大田区については，それぞれの地域で予測される地震入

力レベルを考慮して液状化危険度を予測している。

結果として，この報告で主として検討しているべき関

数型履歴復元カモデルを用いた CharacteristicsMethod 

による動的解析法に比べ他の手法は液状化危検度を高く

評価する側にある。
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そして，最近の地震の事例からみれば，提案されてい

る多くの液状化危険度判定手法は，その危検度を過大に

評価する結果を与えるように思われる。それは，例えば

過去の地震資料などを参照する場合，小規模な液状化と

推測されるケース等も大規模な場合と同じ重みで用いら

れている，あるいは室内実験の限界等がその理由と思わ

れる。

2. ベき関数型履歴モデルによる液状化判定

手法

手法の基本は， Characteristics Methodに対するべき

関数型復元力モデルの適用にある(以下CM法と呼ぶ)。

土のひずみ r-削性比 G/G.。の関係(Go:初期間性，

G:非線形時間性)については図-1(同， (b)に示す既往

の研究成果を用いるが，これらの平均的な関係として，

粘性土については石原ほか(1975)らの荷数関係，砂質

土については Yoshimi & Ohka (1973)らのそれを (1)

~(4)式のように，本研究ではベき関数型で表現した(図

-1(同， (的土石原， 1976による)。

/骨曲線:1:/1:y= (r/ry)o.醐 ，rミ0.0092%

砂層) の場合 :τ/τy=2.lCr/ry)O・633 (1) 

(剛性ーひずみ:帆=ω-0雌 出 印0.0∞0ω9
%の場合:2.1(r/βryρ)γ一0.3納6釘 ω2鉛) 
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図 1 動的実験による土の G/Go-rの関係

(石原， 1976による)

/ 骨 曲 線 :1:/τν= (r/ry) 0.991， rミ0.04955ぢ

粘性土J の場合:1:/1:y=6.4(r/r此四 (3) 

ド剛性ーひずみ:G/Go= (r Iry) -0.009， rミ0.0495%

ベ の場合:G/Go=6.4(r/ry)-0.485 
(4) 

この(1)-(4)式を図示したものが図 2(同， (紛である。こ

の仮定の基にCM法を用いて地盤の応答計算を行うが，

土のせん断応力 Tーひずみ rの関係を示すモデルとして

は，次のぺき関数型履歴モデノレが用いられる。

骨曲線:一子=k(+/ 
‘y IY 

履歴曲線:す=土2k{(山)九}α刊 (~)a
IY 

(6) 

ここに，'ty， rVは無次元化定数であるが，微小振動時の

応力一ひずみ関係(線形性が成立すると仮定)を満足す

る任意の値とする。 roはひずみ(履歴曲線)の折り返し

点の値である。なお， α，kは定数である必要はなく，

室内実験等の結果の1:4'関係を最適に表わすように決定

する。また(6)式の上下の符号は，それぞれ加カ線，減カ

線に対応する。 a，kの最も一般性をもった表現は，次
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ここに， r'=r/ryであり，f (r')， g (rつはそれぞ

れ 1:-r関係の骨曲線，ループの臨む面積である。

すなわち，土の動的実験における←r関係の骨曲線，

ループの囲む面積が，ひずみの任意の関数で近似できれ

ば， α，kは(7)，(8)式で定められ，この α，kを用いた

上記べき関数型復元カモデルは，実験結果を近似関数化

したモテ、ルと振動特性において等価で、あることは証明さ

れている(望月・北川・ 1976a， b)。

しかし，土の動的パラメータを求めるために行われて

きた実験の多くは，一般にその結果を G/Go-r， h (減

衰定数)-rの型でまとめられている(例えば，原・清

田， 1977)。そのような結果を利用する場合は，1:=G

(r)rとして骨曲線を近似関数化することになろう。ルー

プの面積 g(r)は，一般に表示されている

h=--J-. L1w ・-21r W 

(5) 

の関係，すなわち

h二 g (r)/(21rF) 

から近似関数化することになる。

いま，多層地盤中を，地震波が鉛直に伝播する場合を

考え， CM法を用いて有限差分で解く。基盤層 (j=n十

1)からの入射波は，図 3の かtdiagram (z :深さ， t 

時刻康)の記号を用い，下式のように表わせる。

τP=PBVSB (2日-VB) 

Vト=陥 (t十L1) ~ _ tT. 1 tT C2PB九BVIpj-1 Vι1十PBτ

(t+L1t)+Pj_1VSj_1VA' -1:A' + A~とL{ら(t)
L1Zj-1 

-VA'} J (9) 

中間層 (j=2-n)のそれぞれの節点のせん断応力，

S波速度振幅 Vpは(各時刻墜における)， 

P TT 1 {Pj VSj1:A'十ρj-1VSj-11:B'ー
pj-1 VSj-1 + pj VSj 
Pj-1 VSj-1 pj VSj (日'-VB')一 (pjVSjTj j-1十

(VB'-V.l) 向品pj-1 VSj-1ザj)(L1Z' j-l十 L1Z/) 判 F

Vp 1 hB'-1:A'+ρ;-1 VS;_1 VA' 
Pj-1VSj-j+PjVSj "D _n ， "'-""J且足。γ-V，〆)
+pjVSjVB十(ザj-1-Tj j)・

(L1Z'j_1十 L1Z'j)

(11) 

地表層(j=1)でのりと Vpは

tp=O 

Vp= V'B十品む{心一方7(VFB一九)} 同



望月他:砂質地盤の液状化危険度 119 

図311，以上の関係を模式化 G I I r.. Y -0032 

したものでもある。図3でそれ 司 | 言=(右)
ぞれの節点のせん断応力 7:p を 1.0 

時刻歴で求め，その最大値を

九四とし，各深さにおける有

効せん断応力 0.657:maxが，

Seed & Idriss (1971)が実験

的に求めた液状化臨界せん断応

力 7:'nを越えたとき液状化が発

生したと判定する。なお 7:ln

に関する詳細は松田，望月・小

泉 (1979)にまとめてある。

3. 札幌市北部低地地盤

の液状化予測事例

札幌市に影響をおよぼす地震

は1952年十勝沖地震 (M8.1)， 

1968年十勝沖地震 (M7. 9)の

2つのタイプの海洋型巨大地震

と石狩湾に震源をもっM7.0程

度の地震と考えられている。前

記2つの地震の震央距離は，い

ずれも大体 200kmであり，石

狩湾のそれは約70kmである。

それ故，この計算例でもM8

級(震央距離 200km)， M 7級

(震央距離 70km)の2つのタ

イプの地震を想定し，総プロ

「新耐震設計法(案)J(1977) 

の最大水平方向加速度と震央距

離の関係などを参考にし，基盤

0.5 

ま=214fDU7(HO∞虫炉問)

ま=(去jaωq

k 
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にM8級で40gal，M7級では

50galを入力することにした。基盤としてはS波速度が

ほぼ 600m/sec程度と推定されている第三紀膚の泥岩を

採用している。なお，その単位体積重量pは 2.2t/m3を

仮定している。

表層地盤の Vsは鏡味 (1979)が札幌市の地盤の応答

計算で用いた下式により決定した。

r1. 000 (沖積層)1
Vs=85. 01 x HO.241 x r' ---'" ''''''''' ~ 

l1. 434 (洪積層)J

(1000(粘土)

1…トm/s)
1.日5(砂穣)

また，p (t/mりについては，地表近くでは， 1. 7，深

部では1.9 (中間層1.8)を仮定しており， 減衰を表わ

すQ{i直も浅層でQ=lO，深部では15(基盤も含む)と変

1-0' -----1cf 
セシ断ピえ"ミ<d)

10" 

10-4 10'3 
セ心建古ヒスミ(r)

図 2 図1の G/Coマ関係を平均化した関数

1 cJ~ 

(叫

化させている(いずれも，鏡味， 1979が用いている値)。

なお(ゆ式は， N値に無関係の式となっているが，それは

N値の記載のない柱状図が少なからずあるためである

(道立寒地建築研究所， 1970など)。

ところで，地盤への入力地震波は，図4に示すように

地震規模を考慮し， M7級では 0，3秒以上の長周期成分

は周期に逆比例する特性をもたせており(より短周期側

では一定)，継続時間も10，24秒と， M8級の20.48秒の

1/2を仮定している。なお，いずれも 10Hz以上で短周

期成分はカットしであり，刻み時間 Atは0.01秒であ

る。位相特性は正規乱数を用いており，振幅の増加，減

少等のエンベロップI~考えていない。ーしたがって，上記

継続時間は，全時刻歴にあたり主要動のそれということ

になる。

この事例ではまず札幌市北部低地の液状化危険度を，
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田治米・望月・松田 (1977) : A (手法)で判定し 4

種の代表的な液状化危険度の高い柱状図を選定した。そ

して B法(谷本・野田， 1976)， C法 (Seed& Idriss， 

1971)並びに2.で述べた手法 (0)の合計 4種の方法を

用いて，液状化危険度を予測するとともに4種の手法に

よる結果を比較した。なお前述したように， A， B， C 

の手法については，松田・望月・小泉(1979)にまとめ

て示してある。また，いずれの地盤モデ、ルとも，これら

の地区の平均的な地下水位2.0mでを仮定しており，か

つ，砂の粒径は 0.2mmの細砂，相対密度は50%と考え

ている (C法， 0法)。

之

j-I 

」

j + I 

九

n十 l

dt 
11  

BASE 

可-ff71PVP U 

Vp;てs'

協:.TA'

VpτD 
B~斗p~

Vs(t) .Ps (.基盤町密度)

l 比e(基盤4)5浪患l主)

VtC入射.:19.)

図 3 CM法によるダイアグラム(図中のダッ

シュ，Vs/， 'rA'等は非線形化後に対応)

3.33 (Hz) 
4 
/ 

図 5(a)， (防， (c)， (d)に4種の地盤のCM法による深さ

方向の最大ひずみ，最大加速度，最大せん断応力を示し

た(最左端は，柱状図)。いずれの地盤ともひずみ，せ

ん断応力はM8級(十勝沖地震のタイプ)の方がかなり

大きいことがわかる。すなわち，基盤での入力加速度

は， M7級(石狩湾地盤)の方が 50galと， M8級のそ

れより 10gal(25%)大きいにもかかわらず，地震波の

周波数特性(図4)並びに継続時間の効果が顕著に表わ

れているといえる。なお， CM法による地表最大加速度

をM7，8級地震に対する 4種の地盤について表 1に示

す。この結果はB，Cの手法で用いられる。

図6は，図 5(紛の深さ 7.9mの位置におけるせん断応

力~ (この場合，図 7(耐こ対応するように応力は応答応

力に0.65を乗じた値)ーひずみ rの地震応答時の関係を

例として描いたものである。なお，地震レベルはM8級

に対応するが，最大ひずみは0.05%程度であり，さほど

大きくはないにもかかわらず明瞭なゼロ線移動(非線形

化増大によるフロー)が認められ，液状化へ移行を示し

ている。

図7(札 (b)，(c)，ω)はそれぞれ 4種の地盤のM7，M 

8級の地震入力に対する 4種の液状化判定手法による結

果である。各深さにおけるO印は，液状化の発生を x

印は液状化が発生しないことを示す。 4種の判定手法の

うち， C， 0の方法は地震時地中せん断応力と実験室に

おける砂の動的実験のくり返し応力 ~ln (液状化限界応

力， M7級:くり返し数， 0=10， M8級:0=30)とを

比較する方法であるから，深さ方向の各応力の分布状況

も示してある (C，0の応力が，それぞれ ~liO， ~130 を

越えたとき，その深さで液状化発生と判定する)。

各柱状図が示すように砂層のN値はいずれも 5程度で

かなり低い。したがって，新潟地震など過去の地震にお

ける液状化の体験に基づく手法A，Bによれば， M7， 

M8のいずれの地震によっても，ほほ.全層にわたって液

状化を生ずる(1964年新潟地震の最大観測加速度:157 

gal)。 またCの結果もそれに近い。これも地表加速度

(表1)が 200gal内外を示すためと考えられる。

一方， CM法によれば， M7級の地震を想定した場

合，いずれの地盤のいずれの深さでも液状化は生じない

表 1 地表面最大加速度

No. M7級 M8級

(a) 183.0 195.8 

(a) M 7紘 (b) M 8級 (b) 246.8 192.9 

(d) 201.6 239.9 
」

o 5 1OCHz) 0 5 10 (Hz) (d) 196.1 186.9 

図 4 基盤入射地震波のフーリエスペグトル (gal) 



121 

書長文世人断目もカ

(t/m') 4 

九

白伊

、
¥ 

r 

1 

.' 

. 
1 

・、

、
九

1 

(b~ 

;

Z

I

B

-

-

，F
 

1
1
1
1
t
i
l
i
-
-
j
 

最大ひ者"at

(%) 

o 01 

望月他:砂質地盤の液状化危険度

一-M7高血

一一一-MB車広
. N Vs. 

Art 1ftjj' 
トli'd 5 181.9 

市パ 1 172.8 

l枇 274.4

5ル386.2

斗
施主

457.5 

379.7 
479~ 

395.1 

6∞D 

33&2 

40 4333 

357.1 

括主

150 

最大町人断比':h

(t/rn') 
4 O 

一一切ア

長

O
「

. 
， 

最大ひ苛抗

V名(%)
N (~~ωo .. 0.1 

100.5 
5 168.5 
5 195.6 

278.9 

547.1 

3662 

465.1 

3853 

L.f日B

408.5 
512.4 

鵠0.0

nu 

閏
ι『
|
山
|
一
明

0
間

切

418.6 酔 .1 40 

..，，1 40 

100~ 
~;:I 40 

勉.

否民140 

1501叫
通主J40 

&暗|ω

義文世人断.!it:プ]
(t/r吋〕

O 

最大ひ苛計

(0/0) 
o 01 

一一一M7長邑

一一一-MB晶血

N V~ 
'1111ち1

5 131.4 
5 171.3 

5 202.4 

5 129.0 

1 203.6 

極
地
川
町
並
べ
也
枇

o
m
 

最大せ人断l芯力

O 代 1m')

600.0 

l
M
4
3
a
 

i

-

-

vm引
引
駅

f
i
-
-

N

5

5

5

 

。0

・'
'
'
a
v
"
'
R
d
‘s
n
u
n
u

m
m…
胤

飢

副

総

制

弧

蹴

ω

ω

ω

ω

ω

 

荷主 1 189.0 

担問 40 4b49 

50f判明1

初叶 40 401.3 

a晴
縫記k

~ 

1∞l血

事唱

札幌市液状化危険地域地盤の非線形地震応答解析例

効く。また，悼式はN値の項がないため，若干精度は低

下していると考えられるが，大きな誤りがあるとは思わ

れない。

したがって，筆者らは. CM法の結果が特異であると

は考えていない。すなわち，この札幌市の事例ではCM

法のみが，大規模な液状化の生じない側の結果を与えて

いるが，次に示す東京都大田区の計算例では，ほぼ妥当

図 5

結果が得られている。そしてM8級の地震ではいす'れの

地震も液状化は生じるが，その深さの方向の範囲(液状

化発生区間)は，かなりせまい。このような結果が得ら

れた最大の理由の一つは，例えN値が変化しなくとも

れは深さの増加とともに増大する同式を適用したこと

にあると思われる。 Vsは Vs=イ百三宮P. g:重力の

加速度，の関係をもつからせん断剛性 Gは Vsの2乗で
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ー0.05

't(t!m) 

-0.5 

幽 6 1:-rの地長応答ノレープ

(図 5(防の深さ 7.9m)

と思われる結果が得られた。また， 1952年， 1968年の 2

つの十勝沖地震でも，これらの地区でA-Cの結果が示

すほどの大規模(層厚の大きい)な液状化が生じたとの

報告はなし、。

4. 東京都大田区の地盤の液状化予測事例

この事例研究は，松田・望月・小泉 (1979)のサイス

ミック・マイクロゾーニングの研究の一部として行った

ものである。基盤は三浦層群ないしそれに相当する地層

(Vsと弓500mjsec，p=2.0tjmりを採用している。また表

層地盤の%は田治米・望月・松田 (1977)の実験式か

ら算定しており， Q値はいずれの地層とも 20を仮定し

た。 pは建設省計画局他 (1969) 東京湾周辺地帯の地

盤，都市地盤調査報告書， Vol. 17を参照して決定した

が，それぞれ後述，図10の各図に例示してある。

想定地震は関東大地震M8級であり，基盤入力は 100

galとした。すなわち，札幌市のそれの 2.5倍の最大加

速度を仮定したが，周波数特性，継続時間，時間刻み等

は全く札幌市のM8級のそれと同一である。

図8は，各種応答の深さ方向の分布の一例である(羽

田地区)。入力レベルが高いため，非線形化の度合が大

きく，地表応答最大加速度は，さほど大きくなってはい

ない (264gal)。ただ，最大ひずみは 0.4%を越えてお

り，大田区で行った31例の計算の中でも最も大きい級に

属する。

図9は，このひずみが最大を示す深さ近傍の応答計算

における応力(1:)ーひずみ (r)の時刻歴に対応する挙動

である(1:は，図6と同様の表現)。札幌市における計

算例の一例として示した図6に比べ，ひずみは0.3%程

度(深さ GL-7. 4m)と大きいため，軸ずれ(フロー)

もかなり大きく進展していることがわかる。

図10(a)-(g)は，計算した31例から 7例をピックアップ

し， CM法による各深さの有効(地震)応力日=0.65

Tmax とれ30を比較したものであるが，[を除き，ほほお

全砂層厚にわたり，1:D>1:130となっている。 fは地下水

位が比較的深い (GL-4.9m)からであり，筆者らはこ

のようなケースの場合，大規模液状化はまず生じないと

判定している。

例示した 7ケースの地表最大加速度は，最大271.0gal

(e)であり，最小は 179.5gal(d)であるから，大きな非線

形化のために，応答加速度はかなり小さくなっているこ

とがわかる(札幌市・表 1の応答倍率，入力 40gal，M 

8級と比較すれば，よくわかる)。因みに，計算した31

例のうちの最大地表応答加速度は 404.3gal(大森西地

区，液状化はほとんど生じない)。

ところで，図10(乱)，作)などの砂層のN値は，かなりの

層厚にわたりかなり高い。しかし，結果的には基盤入力

100galといった(大体関東大地震級を想定)といった

大地震では大規模液状化を生ずる可能性が高いことを示

す。なお，他の多くの手法によれば，より小さい入力で

も液状化危険度の高い地域は広くなるo しかし，関東大

地震の諸記録からみる限り，筆者らのD法 (CM法)に

よる結果さえ，液状化危険地域を過大に評価している可

能性があるようにも思われる。

5. おわりに

地盤液状化危険度を予測することは，大変困難な問題

である。それは，液状化に寄与する要因が非常に多いと

いうことであり，また過去の地震記録でも液状化発生に

関する記述は，あいまいであり，特にそれが被害にどの

程度寄与したかの判断を下しえないケースがほとんどで

ある(少くとも量的には)。したがって，過去の地震の

液状化地点の地盤と地震規模 (M，地表加速度の推定

値)の関係などを統計的に処理した手法をそのまま用い

ることは危険であるし(液状化層厚の薄い小規模なもの

まで資料として採用されているように考えられる)，実

験室における土の動的実験もケーススタディの域をでて

いないと考えられる。またどの程度それらの結果が自然

状態の地層条件と，あるいは地震波の伝播を再現してい

るかも不確定である。
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したがって，液状化危険度の予測精度は，いずれの手

法(少なからず提案されてはいる)によっても，現状で

は大きな限界があり，その可能性のあり，なし，あるい

は可能性のある場合の程度の目安が与えられるに過ぎな

いと解すべきであろう。そのような意味では，ここに提

案し，事例研究を行ったCM法は土質実験結果を忠実に

反映した動的解析法であり，土の挙動に関する実験資料

等が精度よく与えられれば，十分実用性をもっていると

考えている。またこの報告で示した事例もほぼ妥当な結

果を与えていると思われる(他の手法の多くは危険度に

ついて過大評価する傾向がある)。

末尾ながら，この研究において地盤モデルの選定でご

協力いただいた本学都市研究センター(理学部)，松田

磐余，田村俊和の両先生に厚くお礼申し上げる。また，

札幌市の入力地震動，地盤定数等でご教授いただいた北

大理学部田治米鏡二，太白 裕両先生ほかに感謝いたし

ます。さらに大田区の地盤資料の提供，同資料の整理等

で協力いただいた大田区役所建築部指導課市街地防災係

並びに万建築設計事務所(所長木村秀雄氏)に厚く御礼

申し上げる。
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This paper investigates the estimation of sandy soils prone to liquefaction during an 

earthquake with the calculations of nonlinear earthquake response of the ground. The 

calculations were made using the characteristics method and the non1inear1ity of soils applying 

a model expressed in terms of power function. 
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